  4.　医療・福祉施設等の被災と災害弱者　

	

	【問題提起】

　東日本大震災は、もともと過疎化が進み、医療・福祉施設が十分でなかった地域を襲いました。さらに施設だけでなく、在宅医療、在宅介護の課題も鮮明になりました。いわゆる災害弱者の課題は、災害時の課題ではなく、日常的な課題であることを提起しています｡
①　医療・福祉施設の被災

　　医療施設、福祉施設の被災は人命にも関わる問題ですが、大きくは医療施設の医療、入院等の継続ができなくなったこと、福祉施設も避難せざるをえなくなったことなどの問題と、入院患者や施設入居者の避難先の確保の問題、避難者名簿の公開・非公開などの個人情報保護（プライバシー情報保護）の問題など、多くの問題が発生しました。

②　停電

　　非常用電源の機能を確保する課題は、これまでは病院などの問題として認識され整備が進められてきましたが、自治体庁舎の課題としても再認識されることになりました。

	


【処方箋－１】入院患者の安全の確保をする

　災害が発生した時には、まず患者の生命・安全を確保することです。そのために建物の耐震化、耐火化、非常用発電機、薬など医療用器具・機材、水、食糧の備蓄等が必要です。万一、被災し、入院患者を移送する必要がある場合には、移送体制を確保することです。行政が被災し、支援を受けられないことも想定して、関係機関や近隣住民など幅広いネットワークづくりを平時に行い、具体的な移送計画を策定しておくべきです。この場合に、都道府県外への移送計画と手段の確保など広域的な連携もあわせて検討すべきです。

【処方箋－２】緊急医療チームの派遣と受入れ体制を整備する

　災害発生時には、医療ニーズは急増します。しかし、こうした事態に対応すべき医療施設、器具・機材の破壊、医療従事者の被災等があり、外部からの応援が不可欠です。緊急時の医療応援体制として、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム、Disaster Medical Assistance Team）が2005年４月につくられました。ＤＭＡＴは、医師、看護師、業務調整員（救急救命士、薬剤師、放射線技師、事務員等）で構成されています。ＤＭＡＴの他に、日本赤十字社、ＪＭＡＴ（日本医師会）や自治体立病院の緊急医療チーム派遣が行われ、東日本大震災では、大きな役割を果たしました。

　しかし、こうした緊急医療体制をつくり、動かすためには、平時に、自治体、国、災害関係機関、医療機関による交流・連携が重要です。また、非常時にこうした人々を受入れ、対応できるコーディネートづくりが重要です。

【処方箋－３】復旧時の医療体制を構築する ― 病院・診療所の機能回復と医師の配備　

　緊急医療体制の次には、病院・診療所などの機能を回復させなければなりません。建物が破壊され、あるいは使用不能となった場合には、替わりの施設と必要な医療機器・器具、医薬品の補給が不可欠です。たとえば、医療活動ができる仮設の病院・診療所の設置が急がれます。さらに、医師・看護師など医療従事者についても、医師自身が被災することも想定し、長期の応援体制を計画し対応すべきです。日頃からエリア毎に地元の自治体、医師会、医療機関との連携を深め、発災時に直ぐに機能できるよう備えておくべきです。

【処方箋－４】病院・診療所における災害マニュアルと事業継続計画（ＢＣＰ）を立てておく

　病院事業者は、自然災害だけでなく様々な危機を想定した危機管理マニュアルと事業継続計画をつくることが重要です。また、危機管理マニュアルに基づいて実践的な訓練を行うことは不可欠です。また、発災時における、患者（入院・外来を問わず）に対する避難・誘導、入院患者の移送を誰が、どのように行うのか、停電や断水を想定しての非常用電源の確保、燃料や水、食糧の備蓄も欠かせません。防災・消火設備の点検、自治体独自あるいは関係機関も交えた実際の状況に応じた消火、避難・誘導訓練など多岐にわたる対応が求められます。特に、夜間の人員体制は昼間に比べて手薄なので、対策も必要です。

	

	【問題提起】　

③　在宅被災者（災害弱者）の被災

　　高齢者や要介護者、障害者など、在宅で被災された被災者の避難の問題は従来から認識されていた課題です。内閣府は、2006年に災害時要援護者の避難支援ガイドラインを作成し、災害時要援護者支援制度の運用を市町村に求めていますが、きわめて不十分であることが明らかになりました。

④　災害弱者の避難所、孤立問題

　　高齢者等の避難所生活の困難性は、阪神・淡路大震災以降の大きな課題の１つでした。東日本大震災でもう１つ浮上した問題は、高齢者等の中で避難所に避難しなかった被災者や自宅に戻らざるをえなかった被災者の孤立の問題です。もちろん基本的には避難所運営のあり方の問題として考えなければならないものです。

	


【処方箋－５】発災前から備える

　在宅で介護・看護を受けている人、障害がある人、妊婦など災害時に移動が困難な人については、建物の倒壊防止、家具などの転倒防止、電気を必要とする医療器具を常備している場合には、停電を想定して器具を動かすための発電装置、バッテリーなどの備えが必要です。薬や必要な医薬品についてもあらかじめ備えることが基本となります。薬については、処方箋・薬袋をもっておくこと、医師・介護者の連絡先も備えておくことです。長期の避難もありえるので、飲料水、食料など自宅避難に必要なものの備蓄も大切です。

【処方箋－６】災害弱者の状況を確認し、必要に応じて福祉避難所・避難所へ誘導する

　在宅介護・看護を必要とする、いわゆる「災害時要援護者」の支援問題は、支援体制が近隣で組みにくいこと、個人情報保護などの関係から情報が公開されないことなどの困難が指摘されています。人の命を最優先に緊急時体制を構築すべきです。

　避難所へ移動する場合には、避難所の場所については、あらかじめ確認しておくことはいうまでもありません。どのような経路をたどるのか、どのような障害があるか、移動手段はどのようにするか、確認しておくべきです。また、車移動が不可能な場合には、車いすなどを使っての、実際の移動訓練も必要です。移動の際には、常用している薬やかかりつけ医などの連絡先なども携帯が必要です。

　また、発災時間などによっては、介護者、援護者がいない場合を想定しなければなりません。近隣住民への支援の要請、その方法、連絡体制なども実際に即して準備しておくべきです。さらに、福祉避難所ではなく一般の避難所に入る場合には、福祉避難室などの準備が必要です。また、避難所運営のリーダーや利用者にも協力を求めることも重要です。

【処方箋－７】福祉施設も災害に備える

　福祉施設については、あらかじめ耐震、転倒防止、消火設備などの備えをすることはいうまでもなく、被災を受けた場合には、施設管理責任者の指揮の下で、従業員による避難・誘導を行わなければなりません。また、平時において被害を想定して実際に即した訓練が重要です。特に、夜間においては人員体制が手薄となるので、夜間を想定しての訓練は重要です。移送ができる人員体制を最低限確保すべきです。

　移動を余儀なくされた場合には、行政や福祉施設関係者と連絡をとりあうこと、近隣住民に協力を要請するなど、移動手段を確保し、速やかな移動を行うことが必要です。
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